
 

1 Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

NEWS RELEASE 

  2024年 6月 5日 

株式会社三菱総合研究所 

 

【提言】 第７次エネルギー基本計画で求められる「CN×CE」の政策融合 

脱炭素投資から１兆円の付加価値還流を目指す 

 

株式会社三菱総合研究所（代表取締役社長：籔田健二、以下 MRI）は、エネルギー基本計画の見直しにあた

り、カーボンニュートラル（CN）とサーキュラーエコノミー（CE）に関する政策融合の意義とその実現に向けた

方策について提言します。 

 

1. 背景 

2024年はエネルギー基本計画、循環型社会形成推進基本計画という重要な基本計画の策定が進む年で

あり、今後数年の方向性を定める重要なターニングポイントです。MRIではかねて「カーボンニュートラル資

源立国」 を掲げ、カーボンニュートラル（CN）とサーキュラーエコノミー（CE）に関する政策融合が、資源に乏

しい日本における持続可能社会実現のカギであることを発信してきました。 

上記背景から、MRIでは重要な基本計画検討のタイミングにあわせ、日本における「CN・CE融合」に関す

る政策提言レポートを新たに公表しました。具体的には、CN・CEの融合の全体像と相乗効果を定量分析か

ら明らかにすると共に、企業アンケート・企業インタビューを通じて現状直面している課題を抽出し、解決に向

けた処方箋を示しました。 

 

2. 本政策提言の概要 

CN移行に伴い、今後日本で顕在化する課題に対し、CEは解決のカギになります。エネルギー需給モデル

を用いた評価では、CN・CE融合の相乗効果として、①エネルギー・経済安全保障上のリスク緩和、②脱炭

素化における対策費用の削減（下図）、③国内への付加価値還流（年１兆円規模のポテンシャル）といった点

が示されました。 
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2050年CN

2050年温室効果ガス（ＧＨＧ）削減目標と限界削減費用(※)

CE促進により

DAC（※）依存度が減少し、

限界削減費用を抑制

CＮのみ

エネルギー需給モデル（ＴＩＭＥＳ）を
用いた感度分析結果より作成
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2050年GHG削減目標（2013年度比）

ＣＮ×CE

GHG排出制約が強くなるにつれ

限界削減費用が上昇

※限界削減費用： GHG を追加的に 1 トン削減するのに要する費用
DAC（Direct Air Capture）： 大気から直接CO2を分離・回収する技術
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他方で、現状では CN と CEの融合は各社の個別最適の壁もあり十分に進んでいません。企業アンケート・

インタビューからは、大きく「CN・CEのトレードオフ解消」「CEに係る情報開示・連携強化」「リサイクルコス

トに対する意識のギャップ解消」が克服すべき課題群として抽出されました。 
 

これらの解決に向けた方向性として、①CN と整合した政府 CE目標の設定、②情報流通プラットフォームを

活用した業界横断連携、③CN・CE価値に対するコンセンサス醸成の３点をMRIは提示します。①は目標

の具体化とコアとなる指標（人口当たり天然資源消費量、インフロー循環率等）の設定、②は業種別の先行度

合いの違いを踏まえた上での「業種横断の具体的な成功例」の共有と発信から取り組む必要があり、③は政

府調達に対する CN素材や再生材利用の要件化など、それぞれにより詳細な打ち手に落とし込むことが必

要です。 
 

詳細はレポート本文をご参照ください。また、分析にあたってのデータセットも公開しておりますので必要に応

じてご参照ください。 
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レポート全文 

三菱総研 研究・提言レポート 第７次エネルギー基本計画で求められる「CN×CE」の政策融合 

 

データセットのダウンロード 

「第７次エネルギー基本計画で求められる「CN×CE」の政策融合 参考データセット」を申し込む」 

試算に用いたデータセットをご希望の方は、上記フォームにアクセスのうえ必要事項をご入力ください。 

折り返しダウンロード用URLをご案内いたします。 

 

3. 今後の予定 

社会課題が複雑化・多層化する昨今、分野融合での検討意義はますます高まっています。MRIは総合研究

所としての「統合知」を活用して、今後も従来の領域にとどまらない研究・提言を実施し、レジリエントで持続

可能な社会の実現に貢献します。 
 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社三菱総合研究所 

〒100－8141 東京都千代田区永田町二丁目 10番 3号 

【内容に関するお問い合わせ】 

政策・経済センター  志田、古木 

電話：03-6858-2717  メール：pecgroup@mri.co.jp 

【報道機関からのお問い合わせ】 

グループ広報部  

メール：media@mri.co.jp 
 

移行に向けた方策課題

情報流通ＰＦを活用した業界横断連携

2

ＣＮ・ＣＥ価値に対する
コンセンサス醸成

3

ＣＮと整合した政府ＣＥ目標の設定

1

ＣＮ・ＣＥのトレードオフ解消

CEに係る情報開示・連携強化

リサイクルコストに対する
意識のギャップ解消

https://www.mri.co.jp/knowledge/insight/policy/i5inlu000000arwl-att/20240605pec.pdf
https://mri-dgm.smktg.jp/public/application/add/14022?Public::Application::Userenquete_D__P__D_Enquete.attribute892=cn_ce_data

